
苫 小 牧 市 賃 貸 住 宅 建 設 補 助 金 交 付 要 綱  

（目的） 

第１条 この要綱は、中心市街地に賃貸住宅を建設する者に対して、その費用の一部を助成するこ

とにより、良質な住宅の供給及びストックの形成を図り、もって中心市街地のにぎわいを創出す

ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 建設費 賃貸住宅の建築工事に要する経費をいう。店舗、事務所等その他これに類する用途

と併存する場合は、住宅部分の建築工事に要する経費とする。ただし、住宅部分と併存する

部分とを明確に分けることができない経費の場合は、面積で按分して算出するものとする。

なお、外構工事に要する経費は含まれない。 

(2) 戸当たり建設費 建設費を各戸ごとに分けた額をいう。共用部分の建設費については戸数で

按分し、その合計の額とする。ただし、各戸ごと又は住戸部分と共用部分とを明確に分ける

ことができない経費の場合は、面積で按分して各戸ごと又は住戸部分と共用部分ごとに算出

したものとする。 

（対象となる賃貸住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる賃貸住宅（以下「対象住宅」という。）及び対象住宅のすべての

住戸は、別に定める苫小牧市賃貸住宅建設計画認定基準（以下「認定基準」という。）に適合して

いなければならない。 

（対象者） 

第４条 補助金の交付対象者は、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。 

(1) 対象住宅を新築し、その所有者となる苫小牧市内に事務所又は事業所等を有する法人のうち

市長が別に定める基準を満たす者 

(2) 市税その他、市に対する債務の履行を遅滞していない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号か

ら第５号に規定する暴力団の構成員でない者 

(4) 破壊活動防止法（昭和 27 年法律第 240 号）第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行なう

団体等に所属していない者 

(5) 国、道、他の団体等から本補助金と重複する補助金等の交付を受けていない者 

（認定申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、対象住宅の建設計画（以下「建設計画」という。）を

作成し、苫小牧市賃貸住宅建設計画認定申請書（様式第１号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定に基づく申請があったときは、その内容を審査し、苫小牧市賃貸住宅建設

計画認定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

（認定内容の変更及び変更承認） 

第６条 前条の規定に基づき建設計画の認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）は、認定を

受けた建設計画（以下「認定計画」という。）を変更しようとするときは、苫小牧市賃貸住宅建設

計画変更届（様式第３号）を市長に提出するものとする。 

２ 前条の規定は、前項の場合に準用する。 



（認定計画の取消し） 

第７条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、認定計画の認定を

取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。 

(2) 認定計画と異なる建設工事を行ったとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

（補助金の額） 

第８条 補助金の額は、予算の範囲内において、住戸の床面積が 42.0 平方メートル以上 58.2 平方

メートル未満の場合は戸数に１戸当たり５０万円を乗じた額とし、住戸の床面積が 58.2 平方メー

トル以上の場合は戸数に１戸あたり１００万円を乗じた額とする。 

（事業の着手） 

第９条 認定事業者は、認定計画の建設工事（以下「認定工事」という。）に着手したときは、当該

着手の日から１０日以内に苫小牧市賃貸住宅建設補助金認定工事着手届（様式第４号）を市長に

提出するものとする。 

（事業の完成） 

第１０条 認定事業者が認定工事を完了したときは、苫小牧市賃貸住宅建設補助金認定工事完成届

（様式第５号）を市長に提出するものとする。 

２ 前項の規定に基づく提出があったときは、当該提出のあった日から１０日以内に、市長が任命

した職員（以下「検定員」という。）をもって完了検査を行い、検定員は苫小牧市賃貸住宅補助金

認定工事検定調書（様式第６号）を作成するものとする。 

（交付申請） 

第１１条 認定事業者は、対象住宅の完成後３０日以内に、苫小牧市賃貸住宅建設補助金交付申請

書（様式第７号）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定に基づく交付申請があったときは、その内容を審査し、苫小牧市賃貸住宅

建設補助金交付決定書（様式第８号）により通知するものとする。 

（対象住宅の管理） 

第１２条 認定事業者は、補助金の交付を受けた日から１０年間（以下「管理期間」という。）は対

象住宅の用途を変更し、又は取り壊してはならない。 

２ 認定事業者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合において、市長の承認を受けた

ときは、当該各号に掲げる者はその地位を承継することができる。この場合において、新たに住

宅を引き継いだ者（以下「引継者」という。）は、この要綱により定められた事項について遵守し

なければならない責を負うものとする。 

(1) 認定事業者が合併により消滅した場合 合併により設立された法人 

(2) 対象住宅を売買、交換その他の取引に供した場合 対象住宅の受取人 

３ 前２項の規定に関わらず、認定事業者（引継者を含む。以下同じ）は、災害その他の理由によ

り対象住宅として引き続き管理することが困難であると市長が認めたときは、管理期間中であっ

ても対象住宅の用途を変更し、又は取り壊すことができる。 

（対象住宅の家賃） 

第１３条 管理期間中の対象住宅の家賃は、戸当たり建設費の０．７５／１００未満としなければ

ならない。 



 

（対象住宅の入居制限等） 

第１４条 認定事業者の役員又は職員、及び当該法人役員の 2 親等以内の親族は、対象住宅に入居

してはならない。 

２ 対象住宅は、社員寮など特定の入居制限を設けてはならない。 

３ 前２項の規定に関わらず、対象住宅の入居者の募集や選定に当たっては、公平かつ適正に行わ

なければならない。 

（補助金の取消し等） 

第１５条 市長は、認定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 第７条の規定により認定計画の認定を取り消されたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 補助金の交付を受けることについて不正な行為があったとき。 

(4) 補助金の交付を受ける権利を譲渡若しくは貸与し、又は担保に供したとき。この場合におい

て、相続による権利の異動については、この限りではない。 

(5) 補助金の交付の決定内容及びこの要綱の規定並びに建築基準法等に違反したとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定に基づき、補助金等の交付決定の全部又は一部を取り消したときは、補助

事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金

が交付されているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 （違約加算金及び違約延滞金） 

第１７条 補助事業者は、前条の規定により補助金等の返還を命じられたときは、当該補助金等が

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２条第４項に

規定する間接補助金等であるとき又はやむを得ない事情があると市長が認めるときを除き、その

命令に係る補助金等の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等の額（その一部を

納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年１０．９５パー

セントの割合で計算した違約加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金等の返還を命じられ、これを納期日までに納付しなかったときは、やむ

を得ない事情があると市長が認めるときを除き、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、

その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、その納付額を控除し

た額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約延滞金を市に納付しなければならな

い。 

 （関係書類の整備） 

第１８条 補助事業者は、当該補助事業等の収入及び支出に関する帳簿その他の関係書類を備え、

これを整理しておかなければならない。 

２ 前項の関係書類は、当該補助事業等の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から１０年間保

存しなければならない。 

 



 

（報告等） 

第１９条 市長は、管理期間中にあっては、認定事業者に対し、対象住宅の状況について報告を求

め、又は必要な助言若しくは指導を行うことができる。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26 年 6 月 2 日から施行する。 

この要綱は、平成 31 年 2 月 8 日から施行する。 

この要綱は、令和 3 年 3 月 22 日から施行する。 

 

 


